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平成 18 年 12 月 21 日 

金 融 庁 

 

 

 

「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム 

（平成 17～18 年度）」の進捗状況について（平成 18 年度上半期） 

 

 

Ⅰ．これまでの経緯等 

昨年 3月に公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平

成 17～18 年度）」（以下「新アクションプログラム」という。）では、各地域金融機関は、それ

ぞれの「地域密着型金融推進計画」（以下「推進計画」という。）に基づく施策の進捗状況を半

年毎に公表することとされている。金融庁においては、各金融機関の取組み実績について取り

まとめ、公表することとされているところ、今般、18 年度上半期（18 年 4 月～9月）の金融機

関の取組み実績について公表するものである。 

（参考）対象金融機関数 574 金融機関（18 年 9 月末現在） 

地方銀行 65 行（埼玉りそな銀行を含む）、 第二地方銀行 47 行 

信用金庫 292 金庫、 信用組合 170 組合 

 

 

 

Ⅱ．地域金融機関の地域密着型金融の機能強化に向けた取組み 

１．地域金融機関の取組み実績 

18 年度上半期における各金融機関の取組み実績や成果について、各金融機関の公表や業界

団体の取りまとめをもとに主な傾向をまとめれば、以下のとおりである。（特色ある取組みの

具体例の概要については、別紙 1参照） 

 

（１）事業再生・中小企業金融の円滑化 

①創業・新事業支援機能等の強化 

創業・新事業支援のための融資は、政府系金融機関等との協調融資は伸び悩んだものの、

自前の創業等支援融資商品による融資を中心に着実に進捗している。また、少額ながらも、

新連携事業等、産学や多業種間で連携した新たな取組みも実績が増加している。 

個別に見ると、県内金融機関の連携によるベンチャー企業育成ファンドの組成、業歴の

長い会社が新規事業に乗り出す「第二創業」に対して投資・支援を行うファンドの組成、

県境を越えたより広域な地域ファンドの組成等の取組みが行われている。 
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（注）実績については、各業界団体が金融機関に対し実施したアンケート結果をもとに取りまとめている（地方銀行 

（埼玉りそな銀行を含む。）、第二地方銀行、信用金庫及び信用組合の合計）。以下同じ。 

 

②取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

取引先企業に対するコンサルティング・情報提供機能の強化のため、商談会の開催等ビ

ジネスマッチングの取組みが積極的に行われており、その成約件数は引き続き大きく増加

している。また、社債発行支援、Ｍ＆Ａ支援、株式公開支援とも着実に実績が上がってき

ている。 

個別に見ると、複数金融機関の合同による海外企業との交流会の開催や、外部の専門家

等と連携した知的財産権の保護や活用推進、地元企業の格付取得支援、地場産業の販路拡

大支援など、様々な手法による経営相談・支援の取組みがみられる。 

 

要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みについては、各金融機関において引き続

き多様な経営改善支援の取組みが実施されている。地域銀行においては、17 年度～18 年度

上半期に経営改善支援を行った債務者（正常先を除く。）の 20.0％（約 6,450 先）の業況

が改善し、債務者区分がランクアップしている。これは前回のアクションプログラムの 1

年目～2年目上半期の実績率を上回っている。（要注意先債権等の健全債権化等に向けた取

組みについては、別紙２、３参照） 

 

（参考）１８年度上半期

の実績等 
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度上半期

１，９４８件 ２，８１７件 ５，４４９件 ３，３５９件創業等支援融資商品による

融資 １７９億円 ２５０億円 ６０３億円 ３６１億円

３４６件 ７０２件 ８０９件 ３６７件政府系金融機関等との協調

融資 ３７４億円 ６８４億円 ９８７億円 ３２６億円

企業育成ファンドへの出資 ９４億円 １５３億円 ２４１億円 １１９億円

２８件 ６８件 ５８件 ２９件産業クラスターサポートロ

ーン ５億円 １４億円 １５億円 ６億円

― ― １２６件 ８２件新連携事業に対する支援の

ための実績 ― ― ３０億円 ２９億円

（参考）１８年度上半期

の実績等 
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度上半期

ビジネスマッチングの成約

案件 
６，２２８件 １０，４２８件 １５，９５４件 １１，５４８件

社債発行支援 ― ― ３，６９０件 １，９８０件

Ｍ＆Ａ支援 ― ― ２４５件 １５２件

株式公開支援 ― ― ３７件 ２１件
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（注）経営改善支援取組み先（正常先を除く。）のランクアップ率は、地域銀行（地方銀行（埼玉りそな銀行を含む）

及び第二地方銀行）の実績。 

 

③事業再生に向けた積極的取組み 

事業再生に向けた取組みについては、全般的な傾向として、大口先からより規模の小さ

い先やより再生が困難な先へ対象が広がる中、中小企業再生支援協議会の活用の件数や、

企業再生ファンドへの出資の金額は、前年並みで着実に進捗している。 

そのような中、特に整理回収機構を活用した支援が伸びており、また、再生手法として

は、ＤＥＳ（債務の株式化）の活用が件数、金額とも大きく伸びている。 

個別に見ると、県内の全金融機関が連携し、共同で設立した地域企業再生ファンドを活

用した事業再生支援等の取組みが行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

④担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 

財務制限条項を活用した融資商品やシンジケートローンの組成が、件数、金額とも大幅

に増加。スコアリングモデルを活用した融資や、債権譲渡担保融資については、幅広く普

及しつつある中、少額ながらも動産担保融資の実績件数が急増している。 

個別に見ると、地場企業支援を目的とする複数金融機関が連携したシンジケートローン

の組成や、地域特産品（かまぼこ、フカヒレ、野菜、肉牛等）の在庫や売掛金を担保とし

た融資、知的財産権（稲の育成者権等）を担保とした融資が行われている。加えて、複数

（参考）１８年度上半期の実績等

17 年度～18 年度 

上半期（重点強化期

間の１年目～２年目

上半期） 

15 年度～16 年度 

上半期 (集中改善機

関の１年目～２年目

上半期) 

（参考） 

集中改善期間(15～

16 年度)の累計 

経営改善支援取組み先（正常先を除く）

のランクアップ率 
２０．０％ １９．９％ ２３．６％ 

（参考）１８年度上半期

の実績等 
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度上半期

２０１件 ３０２件 ３８０件 １８８件中小企業再生支援協議会の

再生計画策定先 ２，３０５億円 ３，４２２億円 ３，５７２億円 １，４４６億円

３件 １０件 ２２件 １５件
整理回収機構の支援決定先 

６０８億円 ６３１億円 ９４２億円 ６３９億円

企業再生ファンドへの出資 １０９億円 １６８億円 １６９億円 ７９億円

２９件 ３３件 ２４件 ２３件
ＤＥＳ（債務の株式化） 

１７５億円 ２６１億円 １９１億円 １６６億円

７件 ５７件 ６４件 １８件ＤＤＳ（債務の資本的劣後

ローン化） ５６億円 ２８１億円 ２５７億円 ５８億円

１５２件 １８８件 １３６件 １２７件ＤＩＰファイナンス（法的

再生手続に至った企業に対

する運転資金の供給） ５６６億円 １９２億円 １６０億円 ６２億円
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金融機関のＳＰＣ共同設立による債権流動化への取組みが見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化 

各金融機関において、規定やマニュアルの整備、サービス向上委員会の設置等の体制整

備を行い、内部監査等モニタリングの充実を通じて態勢整備を図っている。 

顧客への説明態勢の整備については、融資の際の確認書の取り交わしの実施等を通じ強

化を図っている。相談苦情処理については、顧客からの相談・苦情について、本部におけ

る対応強化や営業店への指導による顧客への説明態勢の強化、苦情のデータベース化、ア

ンケートの実施等を通じ、態勢強化を進めている。 

⑥人材の育成 

人材育成に向けて、資格取得の推進や職員への各種研修の実施が積極的に行われている。

また、ノウハウの取得を目的とした取引先等への職員派遣や、本部と営業店担当者が共同

で支援先企業の実態把握に努めること等を通じて、目利き能力の向上を図っている金融機

関も見られる。 

 

（２）経営力の強化 

 ①リスク管理態勢の充実 

19 年 3 月末からのバーゼルⅡ（新しい自己資本比率規制）の適用に備え、自己資本比率

算出方法の精緻化やリスク管理手法の高度化に向け、データ整備やシステムの導入等の態

勢整備が進められている。 

（参考）１８年度上半期

の実績等 
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度上半期

１０，０９８件 １９，０００件 ２３，５８５件 ９，９８２件動産・債権譲渡担保融資（売

掛債権担保融資を含む） １，１０２億円 １，７３７億円 １，９９８億円 ９２９億円

― ― ２７件 ５５件 
うち 動産担保融資 

― ― ４７億円 ３８億円

２，１３１件 ３，６３２件 ５，４８６件 ３，４８１件財務制限条項を活用した商

品による融資 ３３９億円 ９５４億円 ２，０３１億円 １，１９３億円

１３６，０１５件 １９１，６８２件 ２５０，１２７件 １０６，５１４件スコアリングモデルを活用

した商品による融資 １０，８８６億円 １８，８６７億円 ２６，２９３億円 １２，１８６億円

２１９件 ４２０件 ５６７件 ３１４件シンジケートローンの組成

（アレンジャー） ２，９９３億円 ４，７９２億円 ５，２４５億円 ４，１５１億円

４，１０１件 ５，５２５件 ７，７７８件 ４，３２２件シンジケートローンへの参

画（融資団） １７，３４３億円 ２１，０１０億円 ３０，８０７億円 １４，６２０億円

２，８２５件 ３，１８５件 ３，７２７件 ２，０００件
私募債の引受け 

４，３３１億円 ４，８４１億円 ５，１０５億円 ２，３９１億円
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②収益管理態勢の整備と収益力の向上 

統合収益管理や部門別収益管理の実施に向けたシステムの構築や高度化、信用リスクデ

ータの蓄積等の取組みが進められている。 

③ガバナンスの強化 

内部統制の強化を図り、専担者の配置や業務プロセスのチェック等の態勢整備、監査法

人との連携強化が進められている。また、協同組織金融機関においては、総代以外の一般

の会員・組合員の意見を地区別役員、総代懇談会に反映させる仕組みを整備するなど、総

代会の機能強化に向けた取組みが進められている。 

④法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 

不祥事件の未然防止や職員の意識向上、顧客情報管理の強化のため、マニュアル整備や

各種の研修、営業店への検査・指導といった取組みが進められている。外部の弁護士等を

受付機関とする内部通報制度の導入や、疑わしい取引等の適切な把握・届出のためのシス

テム管理、といった取組みも見られる。 

⑤ＩＴの戦略的活用 

融資業務など各種事務の効率化に活用するほか、顧客データベースを整備し顧客分析等

マーケティングに活用している事例が見られる。また、顧客サポートのためにホームペー

ジや電子メールを活用する仕組みの整備等の取組みが見られる。 

 

（３）地域の利用者の利便性向上 

地域の利用者の利便性の向上については、利用者ニーズの把握のため利用者満足度アン

ケートを実施している金融機関が多い（538 金融機関）。 

また、地域貢献のための基金創設や社会貢献を行うＮＰＯ法人向けの融資商品の創設事

例が見られるほか、地域ブランドの形成支援を目的として独立行政法人とフォーラムを共

催している事例や、環境に配慮している企業を格付けし、それに応じ金利を優遇する商品

の提供、県外からの移住を促進するための住宅ローンの取り扱い、少子化対策及び子育て

支援向けの金利優遇商品の提供などを通じて、地域貢献を図っている事例も見られる。 

地域の活性化については、18 年度上期において、金融機関のＰＦＩへの関与が積極的と

なっており、件数・金額とも増加している。また、地方自治体が実施する中心市街地活性

化事業に対する補助金交付までの繋ぎ融資や、新規出店する中小事業者を支援する商品の

開発も見られる。 

 

 

 

 

 

（４）地域金融機関の数値目標の進捗状況 

地域密着型金融の推進にあたり、情報開示による規律付けが重視されていることも踏ま

（参考）１８年度上半期
の実績等 

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度上半期

２２件 ４９件 ７１件 ７１件
ＰＦＩ 

１８７億円 ４０９億円 ３２６億円 ３２２億円
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え、各金融機関は、様々な具体的な取組み等に関して、自主的に数値目標を掲げている。 

数値目標に関する 18 年度上半期の進捗状況（実績）については、387 金融機関において、

公表されている。 

なお、各金融機関が自主的に設定した数値目標のうち、その実績を公表しているものに

ついて、18 年度上半期（18 年 9 月末）時点での達成度について金融機関自身の評価を聞い

たところ、約 5割の数値目標について、「目標を概ね上回り順調」との評価がなされている。 

 数値目標の数 割合 

目標を概ね上回り順調、と評価しているもの １，０２９ ４７．４％

目標に対し概ね順調、と評価をしているもの ５７９ ２６．７％

目標達成に向けて引き続き努力、と評価しているもの ５６３ ２５．９％

計 ２，１７１ １００％

 

 

２．地域金融機関の取組みについての評価及び今後の課題 

（１）地域金融機関の見方 

財務局が実施した金融機関に対する進捗状況のフォローアップによると、ほとんどの金

融機関が、地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは着実に進捗していると認識してい

る。 

地域密着型金融の機能強化に取り組み 3年半が経過し、創業・新事業支援機能の強化や、

ビジネスマッチングを始めとする経営相談・支援機能の強化では成果が上がっているとす

る見方が多い。また、担保・保証に過度に依存しない融資については、相互協調によるシ

ンジケートローンやスコアリングモデルを活用した商品等で実績が上がったとしていると

ころが多い。利用者利便についても、利用者満足度アンケートの実施を通じて、改善が図

られているという意見が多く見られる。 

他方、事業再生に関しては、対象先の拡大や困難な事案への対応が進む中、より一層の

スピードアップや目利き能力の向上を、地域の利用者利便については、利用者アンケート

の実施とその結果を活かした業務改善や顧客により分かりやすい形での情報提供、地域の

各種関係者との連携強化を、それぞれ課題としているところが多い。 

経営力の強化に関しては、統合的リスク管理の構築とバーゼルⅡへの対応、さらに法令

等遵守の観点からの内部統制システムの構築や金融商品取引法への対応を課題とするとこ

ろが多い。 

 

（２）利用者の見方 

7 月に公表した利用者アンケートの結果によると、事業再生や担保・保証に過度に依存

しない融資、地域貢献等に関する情報開示等が不十分との調査結果が見られる。 

その後、8 月以降に実施した中小企業金融モニタリング等各種ヒアリングによると、金

融機関の取組みは総じて、前向きに評価されている。他方、金融機関の二極化や同一金融

機関内における職員の能力のバラつき、本店と支店との格差が指摘されている。財務面で
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の評価能力のほか、借手企業の業界知識や商品知識、成長性といった非財務情報の評価能

力が乏しいとの意見が多く、また、事業再生等のノウハウが不足しているとの意見が見ら

れる。 

 

 

（３）地域金融機関の取組みについての評価及び今後の課題 

地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは、新アクションプログラムに移行してから

1 年半が経過したところであるが、事業再生、創業・新事業支援等の取組みの一部に伸び

悩みも見られるものの、総じて実績は着実に上がっていると言える。 

18 年度下半期は新アクションプログラムの最終段階となるが、上記のような各方面の意

見も踏まえ、各種の取組みを一層積極的に進めていくことが求められる。 

 

 

（以 上） 



（参考）

地域密着型金融の機能強化の推進に向けた地域金融機関の主な取組み実績

（単位：件、百万円)

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

3,359 36,112 1,559 15,498 1,415 16,572 385 4,042

11,988 8,643 3,320 25

367 32,615 172 21,852 182 10,080 13 683

29 624 19 439 8 123 2 62

82 2,924 17 1,809 64 1,095 1 20

11,548 9,564 1,879 105

21 21 0 0

1,981 1,884 96 1

152 127 25 0

188 144,657 134 124,453 51 18,896 3 1,308

15 63,943 15 63,943 0 0 0 0

14 33,515 14 33,515 0 0 0 0

7,956 6,836 895 225

23 16,673 18 15,935 5 738 0 0

18 5,857 10 5,042 6 695 2 120

127 6,224 105 4,148 22 2,076 0 0

3,481 119,378 989 84,749 699 24,539 1,793 10,090

106,514 1,218,606 79,354 892,174 25,280 306,345 1,880 20,087

9,982 92,992 4,851 60,478 4,424 28,981 707 3,533

うち動産担保融資 55 3,877 41 3,231 13 610 1 36

4 460 4 460 0 0 0 0

157 172,612 152 170,123 5 2,489 0 0

1,024 118,755 864 113,618 138 4,473 22 664

641 17,131 509 14,132 111 2,349 21 650

314 415,165 287 404,730 27 10,435 0 0

4,322 1,462,040 3,863 1,382,382 437 75,525 22 4,133

2,000 239,199 1,887 228,169 112 10,980 1 50

71 32,282 56 29,099 15 3,183 0 0

11,281 149,889 8,786 121,620 2,073 23,870 422 4,399

信用金庫 信用組合

１８年度上半期（４～９月）の実績

地域銀行

創業等支援融資商品による融
資

企業育成ファンドへの出資

政府系金融機関等との協調融
資

産業クラスターサポートローン

新連携事業に対する支援

ビジネスマッチングの成約案件

株式公開支援

社債発行支援

ＤＤＳ

ＤＩＰファイナンス

Ｍ＆Ａ支援

中小企業再生支援協議会の再
生計画策定先

整理回収機構の支援決定先

私的整理ガイドラインに基づく
再生計画策定先

財務諸表の精度が相対的に高い中小
企業に対する融資商品による融資

ノンリコースローン

債権流動化・証券化（ＣＬＯを含
む）

証券化（ＣＬＯ）

シンジケートローンへの組成
（アレンジャー）

項　　　　目

シンジケートローンへの参画
（融資団）

私募債の引受け

ＰＦＩへの融資

財務制限条項を活用した商品
による融資

スコアリングモデルを活用した
商品による融資

動産・債権譲渡担保融資（売掛
債権担保融資を含む）

知的財産権担保融資

企業再生ファンドへの出資

ＤＥＳ
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